
    
    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「「「「教育訓練給付教育訓練給付教育訓練給付教育訓練給付」」」」のののの助成率助成率助成率助成率をををを引下引下引下引下げげげげ    ◆◆◆◆教育訓練給付教育訓練給付教育訓練給付教育訓練給付のののの内容変更内容変更内容変更内容変更    働く人たちの能力開発や資格取得を国が支援する「教育訓練給付金」について、厚生労働省は、原則として受講料の４割としている現行の助成率を、一律２割に引き下げる方針を固めました。 同給付は雇用保険を財源としており、これまで 200万人近くが利用しています。一方で、不正受給などが問題となったため、本人負担を増やしながら、若者が利用しやすいように要件を緩和するなどして「衣替え」を図る内容となっています。  ◆◆◆◆給付内容給付内容給付内容給付内容のののの変遷変遷変遷変遷    教育訓練給付は、バブル崩壊後の雇用情勢が不安定な 1998 年に創設され、厚生労働省が指定した講座で教育訓練を受けた場合、その一部を支給する仕組みとなっています。当初は雇用保険の加入期間が５年以上の人を対象に、受講料の８割（上限 20 万円）まで支給され、2001 年からは上限 30 万円となりました。助成率が高いうえ、働きながら受講できることから、英会話やパソコン講座などを受講する利用者が急速に拡大しましたが、審査の甘さなどから、架空の講座を設けるなどして給付を受け取るなどの不正受給が問題となりました。 また、初心者向けガーデニングなど、趣味的な講座まで指定を受けために批判が相次ぎ、制度を見直して指定基準などを厳格化しました。2003 年には、雇用保険加入期間が５年以上の人は助成率を４割（上限20 万円）に引き下げられ、３年以上５年未満の人は２割（上限 10 万円）となりました。これにより、一時は２万以上あった指定講座は、今年４月現在で約

7,800 に減りました。これまでの受給者は約195 万人で、給付総額は約 2,740 億円、昨年度は約 16 万人が利用しました。  ◆◆◆◆今回今回今回今回のののの変更点変更点変更点変更点    今回の見直しでは、加入期間による差をなくし、「加入期間３年以上、助成率２割｣に統一されます。ただし、働く人の能力を高め、再就職や失業を予防する制度としての意味はあるとして、若者などで初めて給付を受ける人に限っては、当分の間、受給要件を「加入期間１年以上」に緩和する方針です。 

 

増加増加増加増加するするするする「「「「ワーキングプアワーキングプアワーキングプアワーキングプア」」」」    

                                                        ◆“◆“◆“◆“ワーキングプアワーキングプアワーキングプアワーキングプア””””とはとはとはとは？？？？    「ワーキングプア」は、日本で急激に拡大しつつある「働く貧困層」のことで、「働いているのに生活保護水準以下の暮らししかできない」世帯のことを指しています。アメリカなどにおいては、失業者ではなく就業者であることから失業問題としては把握されていないものの、賃金水準が低く、

ご連絡先：〒564－0052大阪府吹田市広芝町７－２６米澤ビル第６江坂６F０６－６３１０－８２００



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また技能の向上や職業上の地位の上昇の可能性が低いため、「隠れた労働問題」として捉えられています。生活保護水準以下で暮らす家庭は日本の全世帯のおよそ 10 分の 1 とされ、400 万世帯とも、それ以上とも言われています。長い冬の時代をくぐり抜け、ようやく春を迎えたと言われる日本経済ですが、このような世帯の増加が深刻な社会問題になりつつあるのもまた事実です。  ◆◆◆◆働働働働いてもいてもいてもいても働働働働いてもいてもいてもいても豊豊豊豊かになれないかになれないかになれないかになれない    では、どのような人たちが「ワーキングプア」に陥りやすいのでしょうか？ 最も典型的なのは、長引く不況の中で企業がグローバル競争に勝ち抜くために断行したリストラや、「氷河期」とも呼ばれた大学新卒の就職難などが要因で派遣社員や契約社員となっている「非正規雇用社員」の人々です。特に、大企業の製造現場においては非正規雇用が広がっており、こうした傾向はいわば構造的なものといえ、景気の回復期になっても、自然に解消する問題とは言い難いようです。 そのほか、地域経済全体が落ち込んでいる地方では、低収入化が進み、高齢者世帯は医療費や介護保険料の負担増にあえいでいます。また収入の少なさは、出産率の低下、つまり少子化の加速という深刻な問題にも繋がっていきます。 景気が上向きになってきたといわれる現在も、企業の非正規雇用は減らないと考えられています。ワーキングプアが解決される日が、早く来ることを願いたいものです。     

““““労災隠労災隠労災隠労災隠しししし””””にににに歯止歯止歯止歯止めがかかるめがかかるめがかかるめがかかる！？！？！？！？ ◆◆◆◆減減減減らぬらぬらぬらぬ““““労災事故隠労災事故隠労災事故隠労災事故隠しししし””””    現在、事業所で発生した労災事故の調査は、事故が起こった際の事業所から労働基準監督署への労災申請、また、労働者本人や家族からの通報をもとに実施されています。 しかし、法違反の発覚や保険料負担を逃れようとする事業主が、労災の事実を労働基準監督署に報告せず、労働者に口止めし、健康保険での受診を命じて労災隠しをするケースが後を絶ちません。 ◆◆◆◆社会保険庁社会保険庁社会保険庁社会保険庁からのからのからのからの情報提供情報提供情報提供情報提供    そこで厚生労働省は、来年度から、仕事でけがをしながら労災事故を届け出ず健康保険で受診した労働者の情報を社会保険庁から提供してもらい、事業所の調査に活用する方針を固めました。 労災事故を隠そうと、労災保険ではなく健康保険での受診を労働者に強要する事業主が多いため、健康保険の受診情報が集まる社会保険庁と厚生労働省が連携して事業所の「労災隠し」を監視することを目的としています。  ◆◆◆◆厚労省厚労省厚労省厚労省とととと社保庁社保庁社保庁社保庁がががが連携連携連携連携してしてしてして事業所事業所事業所事業所をををを監視監視監視監視    各都道府県にある社会保険事務局では、診療報酬明細書など健康保険適用者の情報を集め、労災と疑われるケースについて、業務上の傷害ではないかを受診者に確認しています。厚生労働省は、これら労災保険を使うべきところを健康保険で受診した人の情報を社会保険庁から得られれば、事業所の労災隠しを減らすことができるとみています。 また、同省は、実際は派遣労働者であるのに請負契約を装うことで労災の責任を委託側が回避しようとする違法な労働形態（いわゆる「偽装請負」）の摘発にもつなげたいとしています。 
～坂田からひとこと～ もうご存知の方もいらっしゃるかとは存じますが、坂田社会保険労務士事務所ではホームページを開設しております。これまでの事務所便りや参考になるリンク先を集めた資料室等々を掲載しておりますので、お時間のある方は是非一度覗いてみて下さい。感想など頂ければ幸いです。 http://www.srsakata.net/ 


